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■■  ははじじめめにに  
エレクトロマイグレーション（Electromigration: EM）は、金

属ナノ細線への電圧印加を厳密に実施することで破断部
の大きさをナノスケールに調整できることが知られており、
単一分子も計測可能なギャップ幅1nm程度の微細なナノギ
ャップ構造を作製することができる［1］。一方で、EMは集積
回路の不良を引き起こす原因とされ、いかに回避するかが
議論されてきた。技術的課題の1つは、破断位置が基本的
にランダムであり、予期せず入った欠陥がその起点になる
など、現象を制御できない点である。金属ナノ細線をEMに
より破断する際、細線の中央からおおよそ陰極側に破断
箇所が発生することが知られているが、位置のばらつきは
大きい[2]。一方で、EMを誘発する電圧に交流を用いること
で、陰極側の破断傾向を中央付近にある程度誘導できる
という報告もあるが[2]、金属細線中の任意の位置で破断す
るための破断位置制御手法は確立していなかった。 
近年、EM現象には細線表面の最表面原子が輸送され

る現象が関与していることが報告されている[3]。本研究で
は、そのメカニズムを参考に、金属ナノ細線(以下:ナノワイ
ヤ)に対向したゲート電極からの外部電界によって、この最
表面原子輸送を制御する手法を考案した。ナノギャップ位
置を限定する技術はEM箇所の誘導や、多端子ナノギャッ
プ構造作製などへの展開が期待できる。 

 
■■  活活動動内内容容  
1．実験方法 
 本研究では、厚さ300nmの酸化膜を持ったシリコン基板
上に、スパッタ、電子ビーム露光装置、アルゴンイオンミリ
ング装置などを用いて幅50nm、長さ4.1µm、膜厚30nmのPt
ナノワイヤ構造を作製した。図1(a)に作製したナノワイヤの
模式図を示す。この時、ワイヤ構造に沿って上部と下部に
幅4µmのゲート電極を作製し、下部ゲート電極にノッチ構
造がない試料（構造0）および下部ゲート電極にノッチ構造
を導入した試料（ノッチの導入位置が異なる3種類の構造1
～3）用いてEMによるギャップ（破断）位置制御の可能性に
ついて検証した。 
２．結果と考察 
図1(b)、(c)はEM後の試料のFESEM像である。また、図2

に試料の構造とギャップ形成位置の関係を示す(縦軸は幅
4µmのゲート電極の陽極側の端を起点としている)。ノッチ
の無い構造0では従来と同様にギャップ形成位置はランダ
ムであるが、構造1～3ではノッチ位置に依存してギャップ
形成位置が変化している。以上の結果から、ノッチの導入
位置を通じてEMによるギャップ形成位置を制御できること
が示された。現在EM中の外部電界、温度に対する有限要
素法シミュレーションを行い、このギャップ位置誘導現象の

メカニズム解明を目指した研究を実施している。 
３．今後の方針 
メカニズムの解明とともに、構造によるEM耐性の向上の

実現や本現象を用いた多端子ナノギャップ電極の作製な
どナノエレクトロニクス研究の基盤となる技術開発につな
げる方針である。 
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図 1ナノワイヤの模式図（a）と EM後のサンプルの

FESEM像(b)ノッチ構造のない試料(構造 0) 
(c)ノッチ構造のある試料(構造 2) 

 
図 2 試料の構造とギャップ形成位置の関係  
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■■  ははじじめめにに  
モンスーン稲作地帯では、短時間強雨の頻発と夏季

高温化が併存し、流域治水と暑熱適応の統合設計が求
められる。水田は本来、貯留機能と蒸散による冷却機
能を併せ持つが、従来は洪水貯留効果（RET）と冷却
ポテンシャル（CP）のトレードオフが指摘されてき
た。本研究は小貝川流域を対象に、季節スケールと出
水イベントスケールを統合したデータ駆動型の堰高制
御を導入し、両者の関係を複数年にわたる持続的シナ
ジーへ転換することを目的とする。2011–2020年を対
象に、7月最低水深≈125 mmと堰頂高≤0.30 mを安全側
の制約条件として設定し、年間の冷却効果を積算実蒸
発散量（ΣAET）で評価した。結論として、高水位の
固定維持ではなく、適切なタイミング制御が要であ
る。 
■■  活活動動内内容容  
モデルとデータ：土壌水分・水量収支モデルに可変

高モジュールを実装。気象強制力はERA5毎時データ、
基準蒸発散量（ET₀）はFAO-56で算定。つくば（台
地）と下妻（沖積低地）の代表圃場で2011–2020年の
通年再現を実施。 
比較戦略： 

1. Static150（定水位） 
2. EventRule（出水時対応 
3. Seasonal_v1（静的季節表 
4. Seasonal_v2（データ同調＋三トリガ

ー：降雨前予備放流／ピーク時保持／
段階的再湛水）。 

Seasonal_v2は先行降雨や土壌水分に基づき、
操作の時期と量を自動決定する。 

成果： 
・ RET–ΣAETの右上シフト：Seasonal_v2は年次のRET–
ΣAET平面で分布全体が一貫して右上に移動し、貯留効
果を維持しつつ年間冷却効果を向上。 
・ イベント検証：2015年の顕著出水でピーク流量低減
と到達時刻遅延を確認。出水後約10日間、ΣAETが増加
し、「出水期の保水—事後の増冷」が時間差で機能。 
・ 操作原理：7月最低水位≈125 mmは越流抑制とAET確保
の閾値として、堰頂≤0.30 mは安全上の上限として有効。
水位の絶対引上げより時相制御が効果決定因である。 
・ ロバスト性：台地・沖積の両環境で同様の効果が再
現され、年々変動に対しても優位性が持続。 

図年次性能（RET–ΣAET）：Seasonal_v2による右上シ
フト（2011–2020）。 

図キャプション：各運用戦略におけるRET（横軸）と
ΣAET（縦軸, mm/yr）の散布図。外接楕円は分布の外形
等値線、×印は中心傾向。Seasonal_v2（点線）は
Static150（実線）／EventRule（点鎖線）／Seasonal_v1
（長破線）に比べ、分布全体が明確に右上へ移動し、滞
蓄安全性を損なわずRETと年間冷却効果の同時向上を
示す。 
■■  関関連連情情報報等等（（特特許許関関係係、、施施設設））  
1. 特許等（検討段階）季節・イベント統合型堰高制御

法：三トリガー＋7月フロアを組み合わせ、安全制約
下で多目的最適化を行う運用則。 

2. 既設圃場向け可変堰キット：堰頂≤0.30 m、段階的再
湛水プロトコルに適合する後付け改修。 

3. 運用KPI設計：越流頻度×ΣAETの同時監視ダッシ
ュボード。 
注：上記は検討中の技術スコープであり、出願・権利
化を主張するものではない。 

実証対象：小貝川流域（台地・沖積低地）。 
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